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学校施設の新増改築事業・ 長寿命化改修事業 リ ンク 先 2014年度( 平成26年) ～ 交付金 地方公共団体 公立学校施設
1/2,
1/3等

〇 〇 ◇
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◇
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◇
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◇
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◇
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◇
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◇
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◇
*2

◇
*2

◇
*2 〇 ◇

地方債充当率： 90%
交付税措置： 約66. 7%等

文部科学省、 大臣官房文教施設企画・ 防災部施設助成課
℡: 03-6734-2463( 新増築事業)
℡: 03-6734-2466( 改築事業、 長寿命化事業)

学校施設環境改善交付金-大規模改造事業 リ ンク 先 2011年度( 平成23年) ～ 交付金 地方公共団体 公立学校施設 1/3 〇 〇
※3

〇
※3 〇 〇 〇 △ 〇

地方債充当率： 75%
交付税措置： 30%等
対象工事費： 下限額400万円、

       上限額7, 000万円

太陽光発電等導入事業 リ ンク 先 2009年度( 平成21年) ～ 交付金 地方公共団体 公立学校施設 1/2 〇 〇 〇 〇 〇*4 〇*5 地方債充当率： 90%
交付税措置： 約30%等

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
学校法人・ 準学校法人が

設置する専修学校
私立学校施設

1/2,
1/3等 〇

※6 〇 〇
確認要

注)
確認要

注) 〇
※6 〇 〇

確認要
注)

株式会社tot oka
【 受付時間】 平日 9： 00～17： 00
TEL: 011-600-6718

文部科学省、 大臣官房文教施設企画・ 防災施設助成課
℡: 03-6734-2579( 私学助成課）

ス
ポ
ー

ツ

庁 リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年) 交付金 地方公共団体
公共スポーツ

施設
1/3

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注)

確認要
注) 〇 〇

確認要
注) 〇

スポーツ庁参事官（ 地域振興担当） 付　 施設整備係
℡： 03-5253-4111（ 内線2672）
メ ール： st i i ki @mext . go. j p

総
務
省

リンク先
2022年度( 令和4年) ～

2025年度( 令和7年)
地方財政措置 地方公共団体 公共施設 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地方債充当率： 90%
交付税措置： 50%等

環境省、 大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ
地域脱炭素事業推進課
℡: 03-5221-8233

林
野
庁

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年) 交付金 地方公共団体 公共施設
1/2以内、
15%以内等

*9
〇 〇 〇*7 〇*8

・ 地域材利用のモデルと なるよう な公共建
築物の木造化・ 内装木質化に対し 支援
・ 公立小中学校の後者の木造化について
は、 事業の対象外

林野庁、 林政部木材利用課
℡: 03-6744-2626

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 団体

木造建築物
（ 利用種別は問

わず）

1/2等
※10 〇 〇

地方公共団体が新築する建築物は、 原則と
し て非住宅部分においては、 ZEB水準に適合
するこ と

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 団体

木造建築物
（ 利用種別は問

わず）

1/3等
※10 〇 〇

地方公共団体が新築する建築物は、 原則と
し て非住宅部分においては、 ZEB水準に適合
するこ と

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者等・ 団体

公共建築物・
民間建築物

1/2 〇 〇
※11 〇 〇 〇 〇

※12 〇 〇 〇 △*13 〇 〇

サステナブル建築物等先導事業（ 省CO2先導型） 評価事務局
メ ール： shoco2@hyoka-j i mu. j p

℡： 03-3222-7721

FAX： 03-3222-7722

リ ンク 先 2015年度( 平成27年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 団体

民間事業用
建築物

1/3 〇 〇*14 〇*14 〇 〇 〇 〇 〇
既存建築物省エネ化推進事業評価事務局
メ ール： kai shu@hyoka-j i mu. j p
FAX： 03-3222-7722

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
地方公共団体・
民間事業者等

公共施設 1/2等 〇 〇 △*15 △*16 △*16 △*16 △*16 〇 〇 〇 〇 〇*17 一般財団法人環境イ ノ ベーショ ン情報機構
環境省、 大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ
地域脱炭素事業推進課
℡: 03-5221-8233

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
地方公共団体・
民間事業者等

公共施設 2/3等 〇 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18

リ ンク 先 2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
地方公共団体・
民間事業者等

公共施設 2/3 〇 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18 △*18

リ ンク 先
2019年度（ 平成31年） ～

2023年度 ( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
地方公共団体・

民間事業者・ 団体
民間事業用

建築物
1/3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

リ ンク 先
2022年度( 令和4年)

～2030年度( 令和12年)
交付金 地方公共団体等

公共建築物・
民間建築物

2/3等 〇 〇 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19 △*19
環境省、 大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ
地域脱炭素事業推進課
℡: 03-5221-8233

【 凡例】

〇： 補助対象　 △： 特定の要件を満たす場合に補助対象　 ◇： 新増改築事業、 長寿命化事業と 合わせて実施する際に補助対象

注) 　 ホームページ等の公開情報から は詳細不明。 詳細は、 各執行団体または担当省庁にお問い合わせく ださ い。

※１ 　 エコ スク ール・ プラ スの認定を受け、 所定の要件を満たす事業については、 ZEB Ready達成のために必要な費用が建築単価に特別加算（ Ｚ Ｅ Ｂ 加算） さ れる。

エコ スク ールプラ スのページ

※２ 　 太陽光発電等導入事業により 別途補助が可能

※３ 　 2023/7/19 文部科学省大臣官房文教施設企画・ 防災部施設助成課技術係 和田さ ん（ TEL： 03-6734-2078） 確認済

※４ 　 太陽光発電システム導入にと も なう 工事、 太陽熱利用システム導入にと も なう 給湯であるこ と 。

※５ 　 蓄電池は太陽光発電等導入事業と 一体で整備する場合、 または太陽光発電既設置校への蓄電池単体整備（ 上限額1, 000万円） の場合に対象と なる。

※６ 　 地中熱利用設備、 雪氷熱利用設備、 小推力発電設備はZEB Ready 以上をすでに達成し ている学校も し く は改築事業や長寿命化事業を実施するこ と で将来的にZEB Ready 以上を達成する学校の設置に限る

※７ 　 公立小中学校の校舎の木造化については、 本事業の対象外

※８ 　 公立学校施設の木質内装の整備については、 エコ スク ール・ プラ スの認定を受けているこ と 。 余裕教室の木質内容の整備については、 用途変更が的確に行われているこ と 。

※９ 　 木造化の場合、 建築工事費の15%いない（ CLT等の先進的な技術を活用するも のは1/2いない） 。 内装木質化の場合、 木質化事業費の1/2以内（ ただし 、 建築工事費の3. 75%を超えないこ と ）

※10　 建設工事費のう ち、 木造化による掛け増し 費用相当額に対する補助率

※11　 中小規模建築物部門（ 延べ面積が概ね5, 000㎡以下（ 最大で10, 000㎡未満） ） では改修は対象外

※12　 換気設備： 換気装置（ 本体） 及びその据え付け工事費のみ補助対象と する。

※13　 他システムと の連携等、 モデル性や先導性が認めら れる場合に限り 、 補助対象と なる場合がある。

※14　 躯体（ 外皮） の省エネ改修を行う も のであるこ と 。 ただし 、 高機能換気設備を設置する場合は、 断熱性能を高める躯体改修は必須と し ない。

※15　 再生可能エネルギー設備の導入と 合わせて行う 場合に限り 補助対象と なる。

また、 災害時に再生可能エネルギー発電設備等及び蓄電池設備から 電力又は熱の共有を受けて事業を継続さ せる建物エリ ア内に導入する断熱財等に限る。

※16　 再生可能エネルギー設備の導入と 合わせて行う 場合に限り 補助対象と なる。

また、 災害時に再生可能エネルギー発電設備等及び蓄電池設備から 電力又は熱の共有を受けて稼働す機器に限る。

※17　 自然変動型の再生可能エネルギー発電設備（ 太陽光発電設備、 風力発電設備等） を導入する場合は必須。

※18　 ZEB化を達成する場合に限り 補助対象と なる。

※19　 地方公共団体が脱炭素先行地域に選定さ れているこ と 又は再エネ発電設備を一定以上導入するこ と 。

補助先 建物種別

公
立
学
校
施
設
整
備
事
業

私立学校施設整備費補助金
（ エコ キャ ンパス推進事業）

地域の身近な公共スポーツ施設・ 学校体育施設の
整備支援

公共施設等適正管理推進事業債
（ 脱炭素化事業）

林業・ 木材産業循環成長対策
（ 木造公共建築物等の整備）

既存建築物における省CO2改修支援事業

地域脱炭素の推進のための交付金
（ 地域脱炭素移行・ 再エネ推進交付金、
特定地域脱炭素移行加速化交付金）

サステナブル建築物等先導事業
（ 木造先導型）

優良木造建築物等整備推進事業

環
境
省

地域レジリ エンス・ 脱炭素化を同時実現する
公共施設への自立・ 分散型エネルギー設備等
導入推進事業

建築物等の脱炭素化・ レジリ エンス強化促進事業
（ 新築建築物のZEB化支援事業）

建築物等の脱炭素化・ レジリ エンス強化促進事業
（ 既存建築物のZEB化支援事業）

補助率

工事区分
建築物

エネマネ
外皮 設備機器

文部科学省、 大臣官房文教施設企画・ 防災部施設助成課
℡: 03-6734-2466( 改築事業、 長寿命化事業)

サスティ ナブル建築物等先導事業及び優良木造建築物等整備推進
事業事務局
℡： 03-3588-1808

国土交通省、 住宅局住宅生産課木造住宅振興室
℡： 03-5253-8111

再エネ 蓄エネ
蓄電池その他

木造

備考

木造化・ 木質化

出典： 令和5年3月28日　 文部科学省「 2050年カ ーボンニュ ート ラ ルの実現に資する学校施設のZEB化の推進について」 報告書の公表について
「 2050年カ ーボンニュ ート ラ ルの実現に資する学校施設のZEB化の推進についてー既存学校施設における快適で健康的な環境づく り と 脱炭素化に向けて」 参考資料５ （ p82） より

一般社団法人静岡県環境資源協会
環境省、 地球環境局地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室
℡: 0570-028-341

◆住宅・建築物の脱炭素化に活用できる国の補助金や支援制度　（１）建築物

当リ スト は、 ウェ ブサイ ト などで入手可能な情報を Climate Integrate にてまと めたも のであり 、 最新情報を 含め、 全て網羅でき ていない場合も あり ます。 詳細は、 各執行団体・ 各省庁にお問い合わせく ださ い。

府
省
庁
名

補助事業名称 詳細リ ンク 先 実施年度 事業形態

文
部
科
学
省

国
土
交
通
省 サステナブル建築物等先導事業

（ 省CO2先導型）

既存建築物省エネ化推進事業

執行団体 国担当部局

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/027/toushin/1343009.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/zitumu.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/newdeal/houkoku/1269111.htm
https://www.totoka.jp/column/%E4%BB%A4%E5%92%8C%EF%BC%95%E5%B9%B4%E5%BA%A6-%E7%A7%81%E7%AB%8B%E5%AD%A6%E6%A0%A1%E6%96%BD%E8%A8%AD%E6%95%B4%E5%82%99%E8%B2%BB%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91/
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop02/list/1380329_00007.htm
chrome-extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https:/www.soumu.go.jp/main_content/000793369.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/kouzoukaizen/koufukin2.html
http://www.sendo-shien.jp/05/
http://www.sendo-shien.jp/05/
https://www.kenken.go.jp/shouco2/index.html
https://hyoka-jimu.jp/kaishu/
https://www.env.go.jp/policy/post_170.html
https://www.eic.or.jp/eic/
https://www.env.go.jp/press/press_01629.html
https://www.env.go.jp/press/press_01629.html
http://www.siz-kankyou.jp/
https://www.env.go.jp/press/press_01629.html
http://www.siz-kankyou.jp/
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/grants/
https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/detail/1289498.htm
http://www.siz-kankyou.jp/
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地域脱炭素の推進のための交付金
（ 地域脱炭素移行・ 再エネ推進交付金、
特定地域脱炭素移行加速化交付金）

リ ンク 先
2022年度( 令和4年) ～
2030年度( 令和12年)

交付金 地方公共団体等
一般住宅・
集合住宅 〇

※4 〇 〇 △*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

△*
1

環境省、 大臣官房地域脱炭素推進審議官グループ
地域脱炭素事業推進課
℡: 03-5221-8233

既存住宅の断熱リ フ ォ ーム等加速化事業 リ ンク 先 2022年度( 令和4年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 個人

一般住宅・
集合住宅

1/3等 〇 〇 〇 〇
※2

〇
※2

△
※3 ※4 ※4 〇

※5 公益財団法人北海道環境財団

戸建住宅ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ハウス
（ ZEH） 化等支援事業

リ ンク 先
2021年( 令和3年) ～2025
年度( 令和7年)

間接補助事業
委託事業

民間事業者等 一般住宅 1/3等 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

断熱窓への改修促進等による家庭部門の省エネ・
省CO2加速化支援事業（ 先進的窓リ ノ ベ）

リ ンク 先 2022年度( 令和4年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 団体

一般住宅・
集合住宅

リ フ ォ ーム工事内容に
応じ て定める額

〇 〇

集合住宅の省CO2化促進事業 リ ンク 先
2018年度( 平成30年) ～
2023年度( 令和5年)

間接補助事業
委託事業

民間事業者等 集合住宅 1/3等 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

次世代省エネ建材の実証支援事業 リ ンク 先 2023年度( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 個人

一般住宅・
集合住宅

1/2 〇 〇 〇 〇 〇 2023年度公募終了

次世代HEMS実証事業 リ ンク 先 2023年度( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者・ 個人 一般住宅

導入する機器に応じ て
定める額

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2023年度公募終了

給湯省エネ事業 リ ンク 先 2023年度( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者等

一般住宅・
集合住宅

導入する高効率給湯器
に応じ て定額を補助

〇 〇 〇
住宅省エネ2023キャ ンペーン補助事業事務局
℡： 0570-200-594

長期優良住宅化リ フ ォ ーム推進事業 リ ンク 先 2023年度( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者等

一般住宅・
集合住宅

1/3 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2023年度公募終了

長期優良住宅化ﾘﾌｫ ﾑー推進事業評価室事務局
℡： 03-5805-0522
平日 10: 00～16: 00（ 12: 00～13: 00除く )
e-mai l ： qanda@choki -r ef orm. com

LCCM住宅整備推進事業 リ ンク 先 2022年度( 令和4年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者等

一般住宅・
集合住宅

1/2 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

LCCM住宅整備推進事業実施支援室
℡： 03-6803-6683
平日 9: 30～17: 00（ 12: 00～13: 00除く ）
E-mai l ： i nf o@l ccm-shi en. j p

地域型住宅グリ ーン化事業 リ ンク 先 2018年度( 平成30年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者等

一般住宅・
集合住宅

1/10 〇 〇 〇

地域型住宅グリ ーン化事業　 評価事務局
一般社団法人 木を活かす建築推進協議会内
℡： 03-3560-2886
平日 11: 00～16: 00（ 12: 00～13: 00除く ）
e-mai l ： hyouka@chi i ki -gr n. j p

住宅エコ リ フ ォ ーム推進事業 リ ンク 先 2022年度( 令和4年) ～
間接補助事業

委託事業
民間事業者等

一般住宅・
集合住宅

4/10等 △*6 〇 〇 〇 〇 〇 2023年度公募終了

住宅エコ リ フ ォ ーム推進事業実施支援室
℡： 03-6803-6684
平日 9: 30～17: 00（ 12: 00～13: 00除く ）
E-mai l 　 i nf o@ecor ef orm-shi en. j p

サステナブル建築物等先導事業
（ 省CO2先導型）

リ ンク 先 2023年度( 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者等・ 団体

一般住宅・
集合住宅

1/2 〇 〇
※7 〇 〇 〇 〇

※8 〇 〇 〇 △*9 〇 〇

サステナブル建築物等先導事業（ 省CO2先導型） 評価事務局
メ ール： shoco2@hyoka-j i mu. j p

℡： 03-3222-7721

FAX： 03-3222-7722

こ ども エコ すまい支援事業 リ ンク 先 2023年度（ 令和5年)
間接補助事業

委託事業
民間事業者等 一般住宅

リ フ ォ ーム工事内容に
応じ て定める額

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2023年度公募終了
住宅省エネ2023キャ ンペーン補助事業事務局
℡： 0570-200-594

【 凡例】

〇： 補助対象　 △： 特定の要件を満たす場合に補助対象

※1　 地方公共団体が脱炭素先行地域に選定さ れているこ と 又は再エネ発電設備を一定以上導入するこ と 。

※2　 集合住宅の共用部に設置する空調・ 換気設備は補助対象外

※3　 集合住宅の共用部に設置するLED照明は補助対象

※4　 本事業における必須導入要件ではあるが、 補助経費対象外。

※5　 集合住宅に設置する蓄電池は補助対象外

※6　 建替えの場合は対象。

※7　 中小規模建築物部門（ 延べ面積が概ね5, 000㎡以下（ 最大で10, 000㎡未満） ） では改修は対象外

※8　 換気設備： 換気装置（ 本体） 及びその据え付け工事費のみ補助対象と する。

※9　 他システムと の連携等、 モデル性や先導性が認めら れる場合に限り 、 補助対象と なる場合がある。

執行団体 国担当部局

環境省、 地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対
策事業室、 脱炭素ラ イ フ スタ イ ル推進室
℡： 0570-028-341

国土交通省住宅局　 住宅生産課
℡： 03-5253-8111 （ 内線39-431、 463）

一般社団法人環境共創イ ニシアチブ

一般社団法人環境共創イ ニシアチブ

◆住宅・建築物の脱炭素化に活用できる国の補助金や支援制度一覧　（２）住宅
当リ スト は、 ウェ ブサイ ト などで入手可能な情報をCl i mat e I nt egr at eにてまと めたも のであり 、 最新情報を含め、 全て網羅でき ていない場合も あり ます。 詳細は、 各執行団体・ 各省庁にお問い合わせく ださ い。

府
省
庁
名

補助事業名称 詳細リ ンク 先 実施年度 事業形態

再エネ 蓄エネ
蓄電池その他

木造

備考

木造化・ 木質化

出典： 令和5年3月28日　 文部科学省「 2050年カ ーボンニュ ート ラ ルの実現に資する学校施設のZEB化の推進について」 報告書の公表について
「 2050年カ ーボンニュ ート ラ ルの実現に資する学校施設のZEB化の推進についてー既存学校施設における快適で健康的な環境づく り と 脱炭素化に向けて」 参考資料５ （ p82） より

補助率

工事区分
建築物

エネマネ
外皮 設備機器

補助先 建物種別

環
境
省

経
産
省

国
土
交
通
省

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/grants/
https://www.eic.or.jp/eic/
https://www.heco-hojo.jp/danref/competition.html
https://www.heco-spc.or.jp/
https://sii.or.jp/moe_zeh05/support/public.html
https://window-renovation.env.go.jp/
https://sii.or.jp/
https://sii.or.jp/moe_zeh05/uploads/zeh05_pamphlet2.pdf
https://sii.or.jp/
https://sii.or.jp/meti_material05/
https://sii.or.jp/meti_zeh05/zeh_plus_hems/public.html
https://sii.or.jp/
https://kyutou-shoene.meti.go.jp/
https://www.kenken.go.jp/chouki_r/
https://lccm-shien.jp/
https://chiiki-grn.jp/home/tabid/303/index.php
https://ecoreform-shien.jp/
http://www.sendo-shien.jp/05/
https://kodomo-ecosumai.mlit.go.jp/
https://sii.or.jp/
https://sii.or.jp/


住宅ロ ーン 名称 詳細リ ン ク 先 内容 住宅種別 工事区分 融資対象と なる 改修工事 金利引下げ期間 執行団体

当初5年間 年△0. 5％

6年目～10年目まで 年△0. 25％

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】 S（ 金利Aプラ ン ） 図1 当初10年間 年△0. 25％

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】 S（ 金利Bプラ ン ） 図1 当初5年間 年△0. 25％

子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資
※5 リ ンク 先

子育て世帯に必要な広さ や高い省エネルギー性能を有し 、 入居
者の健康面に配慮し た賃貸住宅の供給を促進するこ と を目的と
し て建設資金を融資。 長期固定金利で安心。

賃貸住宅 新築

サービ ス付き 高齢者向け賃貸住宅建設融資
※5 リ ンク 先

高齢者が安心し て暮ら し 続けるこ と のでき る良質な住まいの供
給を促進するこ と を目的と し てサービス付き 高齢者向け賃貸住
宅に係る建設資金を融資。 最長35年の長期固定金利で安心。

賃貸住宅 新築

まち づく り 融資( 長期建設資金( 賃貸事業) ）
※5 リ ンク 先

自社使用や賃貸事業を目的と し て、 市街地再開発事業やマン
ショ ン建替え事業による権利床の増床や保留床を取得するため
の事業資金の融資。

賃貸住宅 新築 当初15年間
※6

融資金利から
※6 年△0. 2％

※6

グリ ーン リ フ ォ ームロ ーン 図2 リ ンク 先
一定の基準を満たす省エネリ フ ォ ーム工事（ 「 断熱性を高める
工事」 または「 省エネ設備を導入する工事」 ） を行う ためのリ
フ ォ ーム資金に対する融資。

戸建住宅 改修
次の①または②の工事
①断熱改修工事
②省エネ設備設置（ 交換） 工事

ー ー ー

グリ ーン リ フ ォ ームロ ーン

（ 高齢者向け返済特例） 図2 リ ンク 先

満60歳以上の方が省エネリ フ ォ ームを行う 場合に、 毎月の支払
を利息のみと し 、 借入金の元金は申込人（ 連帯債務者を含
む。 ） 全員が亡く なら れたと き に、 相続人の方から 、 融資住宅
および敷地の売却、 自己資金などにより 、 一括し て返済いただ
く 融資。

戸建住宅 改修
次の①または②の工事
①断熱改修工事
②省エネ設備設置（ 交換） 工事

ー ー ー

グリ ーン リ フ ォ ームロ ーン S図2 リ ンク 先
省エネルギー性能を著し く 向上さ せるZEH水準を満たすリ フ ォ ー
ムの場合は、 【 グリ ーンリ フ ォ ームローン】 Sと し て、 金利を引
き 下げる。

戸建住宅 改修
住宅内の区画をZEH水準と する断
熱改修工事

全期間
【 グリ ーンリ
フ ォ ームローン】
の借入金利から

年△0. 3％

グリ ーン リ フ ォ ームロ ーン S

（ 高齢者向け返済特例） 図2 リ ンク 先

満60歳以上の方が省エネリ フ ォ ームを行う 場合に、 毎月の支払
を利息のみと し 、 借入金の元金は申込人（ 連帯債務者を含
む。 ） 全員が亡く なら れたと き に、 相続人の方から 、 融資住宅
および敷地の売却、 自己資金などにより 、 一括し て返済いただ
く 融資。
また、 省エネルギー性能を著し く 向上さ せるZEH水準を満たすリ
フ ォ ームの場合は、 【 グリ ーンリ フ ォ ームローン】 S（ 高齢者向
け返済特例） と し て、 金利を引き 下げる。

戸建住宅 改修
住宅内の区画をZEH水準と する断
熱改修工事

全期間
【 グリ ーンリ
フ ォ ームローン】
の借入金利から

年△0. 3％

賃貸住宅リ フ ォ ーム融資（ 省エネ住宅） リ ンク 先
入居者の健康面に配慮し た賃貸住宅の供給を促進するこ と を目
的と し た、 省エネ性能を向上さ せるためのリ フ ォ ーム工事の資
金を対象と する融資。 最長20年の長期固定金利で安心。

賃貸住宅 改修
次のいずれかの工事
①断熱改修工事
②省エネ設備設置工事

【 凡例】

※1　 フ ラ ッ ト ３ ５ ： 民間金融機関と 住宅金融支援機構が提携し て提供する最長35年の全期間固定金利の住宅ローン。

フ ラ ッ ト ３ ５ のページ

※2　 設計検査を省略する場合は、 設計住宅性能評価の申請分又は長期優良住宅に係る技術的審査の申請分と なる。

※3　 BELS評価書を提出する場合は、 10月以後に竣工現場検査・ 適合証明申請分より 利用可能。

※4　 長期優良住宅と は、 長く 安心・ 快適に暮ら せる優良な住宅と し て国が定めた基準を満たし 認定を受けた住宅。

国土交通省 長期優良住宅のページ

◆住宅・建築物の脱炭素化に活用できる国の補助金や支援制度一覧　（３）住宅ローン

当リ スト は、 ウェ ブサイ ト などで入手可能な情報を まと めたも のであり 、 最新情報を 含め、 全て網羅でき ていない場合も あり ます。 詳細は、 各執行団体にお問い合わせく ださ い。

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】 S（ ZEH） 図1 リ ンク 先

Ｚ Ｅ Ｈ 水準の住宅を取得する場合に【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】
※1

の借入
金利を一定期間引き 下げる制度。 （ 2022年10月以後の設計検査

申請分
※2※3

より 、 Ｚ Ｅ Ｈ の基準を満たす住宅の場合、 【 フ ラ ッ
ト ３ ５ 】 Ｓ （ Ｚ Ｅ Ｈ ） を利用可能。 ）

戸建住宅 新築・ 中古購入

金利引下げ幅

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】
の借入金利から

住宅金融支援機構

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】
の借入金利から

リ ンク 先

【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】 をお申込みの方が、 長期優良住宅
※4

など、 省
エネルギー性、 耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する場
合に、 【 フ ラ ッ ト ３ ５ 】 の借入金利を一定期間引き 下げる制
度。

戸建住宅 新築・ 中古購入

https://www.flat35.com/loan/flat35s_zeh/index.html
https://www.heco-hojo.jp/danref/competition.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/syoenechintai/index.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/schintai/index.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/machizukuri_tyoki.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/grl/index.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/grl_revmo/jouken.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/grl/index.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/grl_revmo/jouken.html
https://www.jhf.go.jp/loan/yushi/info/syoenechintai_reform/index.html
https://www.flat35.com/loan/flat35/index.html
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000006.html
https://www.flat35.com/loan/flat35s_zeh/index.html
https://www.heco-hojo.jp/danref/competition.html


※5　 融資条件と し て断熱構造等の技術基準が必須のため、 掲載。 その他の詳細技術基準は下記を参照のこ と 。

賃貸住宅融資技術基準のご案内

※6　 長期優良住宅又は機構の定めるZEH（ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ハウス） 基準に適合する賃貸住宅の場合。

 図１ 図２

【フラット３５】S の住宅のイメージ グリーンリフォームローン適用の省エネ工事

https://www.jhf.go.jp/files/400367412.pdf
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